080514 第４回課題の回答とそれに対する教師のコメント

課題

事例３ｂにおいて契約の成立を論証する論理構築を行いなさい。
締め切り、今週いっぱい。
以下、学生の回答とそれに対するコメント
2007/05/10

法学部法律学科3年N君
契約の成立について

資料7において、バーナードは4月1日付のアンザイのトラクターを通常価格の20％引きで提供したいという申し入れの手紙（資料6）を4月9 日に受け取り、同日１日手紙に対して了承する旨、および、運送手段については日本のコンテナー船でお願いしたい旨を電話で伝えたとある。

ウィーン売買条約第19条3項に照らせば、運送手段を日本のコンテナー船でお願いしたいという付加的条件を考えても、割引価格でのトラクターの売買という申し込みの実質的内容を変更したとは言えない。そしてバーナードは4月20日付で上記の電話内容の確認をFAXしてもアンザイが返事をしなかった（事例問題文）とあるなり、申込者が不当に遅滞することなくその相違に口頭で異議を述べ又はその旨の通知を発しない限り承諾となり、契約の内容は申込の内容に承諾中に含まれた修正を加えたものとする。（同条約第19条2項）

よって承諾の効力が生じたので、この契約は成立したといえる。（同条約第23条）
2007/05/09

3年FW君
課題：事例３ｂにおいて契約の成立を論証する法律構成

事実

（１）２００４年４月１２日、農業機械メーカーアンザイ社（以下アンザイ）と日本商社バーナード（以下バーナード）は継続的取引基本契約を締結した。（資料１）

（２）２００４年１２月１３日、バーナードは田植機１台をアンザイに注文した。２００５年１月２日、アンザイは手紙で出荷準備完了、通常の取引と同様にＦＯＢにて発送すること、荷積みは１月５日を予定している旨を通知した。（資料９）

（３）２００５年２月９日、バーナードは農業耕作機械の製品カタログを２月２５日までに送付するよう、アンザイに手紙で請求した。（資料２）これに対しアンザイは、２月２２日にカタログを送付、発送した。（資料３）

（４）３月２８日、バーナードはノウギョウ社の価格を引き合いに出し、特別価格での提供をアンザイに依頼する手紙を発送した。（資料４）

（５）４月１日、アンザイは２０％割引の５万ドルでの提供を手紙で申し出、発送した。（資料５）ただし、その条件として、引渡期限を５月１０日、引き渡し方法をアメリカの貨物船利用、支払期限を５月２０日とする旨を添付した。（資料６）

（６）４月９日、バーナードはアンザイに電話をし、４月１日付の手紙に対して了承する旨、運送手段を日本のコンテナ船にしてもらいたい旨を伝えた。（資料７）なお、コンテナ船の運賃は１２万円で、貨物船より２０パーセント高い。（資料１１）

（７）４月２０日、バーナードはアンザイに手紙にて商品の手配状況を問い合わせた。（資料７）

（８）５月５日、アンザイは農業耕作機械をコンテナ船に船積みした。（資料８）

（９）その後、バーナードは商品の引き渡しに不安を感じ、別の取引先から農業耕作機械一式を仕入れる約束をした。当然、バーナードはアンザイに代金を支払っていない。そこでアンザイは、バーナードに農業耕作機械一式の代金の支払いのみを要求している。

適用すべき法

理由①

（５）より、アンザイは物品を示し、かつ、明示に代金を定め、その決定方法、条件を規定した、十分明確であり、かつ、承諾があった場合には拘束されるとの申込者の意思が示されていると考えられる申し入れをしていることが分かる。この事実をCISG１４条１項に照らし合わせると、アンザイはバーナードに対して申込をしたものと考えられる。

　また、（６）より、バーナードは（５）で示されたアンザイの申込に対して、電話にて基本的な内容について承諾する旨、但し運送手段をアメリカの貨物船から日本のコンテナ船に変更してほしい旨を伝えたことが分かるが、この条件の変更は運送手段のみであり、CISG１９条３項に照らし合わせると、申込の内容を実質的に変更するものでないと考えられる。また、アンザイはこれに対して異議を述べていないので、CISG１９条２項より契約はバーナードの承諾中に含まれた条件に変更された内容として、成立したと考えられる。

結論

よって本契約は４月９日に成立
しており、契約ならび
にCISG５３条より、バーナードはアンザイに対して代金を支払わなければならない。

理由②

（５）より、アンザイは物品を示し、かつ、明示に代金を定め、その決定方法、条件を規定した、十分明確であり、かつ、承諾があった場合には拘束されるとの申込者の意思が示されていると考えられる申し入れをしていることが分かる。この事実をCISG１４条１項に照らし合わせると、アンザイはバーナードに対して申込をしたものと考えられる。

また（６）よりバーナードは（５）で示されたアンザイの申込に対して、電話にて基本的な内容について承諾する旨、但し運送手段をアメリカの貨物船から日本のコンテナ船に変更してほしい旨を伝えたことが分かる。よってCISG１９条１項より、バーナードはアンザイに対して反対申込をしたと考えられる。

さらに（８）より、アンザイは契約に示された期間内に、バーナードが示した条件の上で、荷積みを完了している。これをCISG１８条３項に照らし合わせると、契約は成立していると考えられる。

結論

よって本契約は５月５日に成立
しており、契約ならびにCISG５３条より、バーナードはアンザイに対して代金を支払わなければならない。

拙い内容で申し訳ありません
。この場合の運送手段の条件が「契約を実質的に変更するもの」であるか確信が持てないため、解答①に若干不安を感じます。また解答②でも、以前の契約ではアンザイは商品発送の連絡をしているにも関わらず、今回バーナードが商品の手配状況を問い合わせたのにも関わらず、アンザイが連絡をとらなかった事実から、CISG１８条３項が適用できないのではとも感じます。
日時・・・・

学籍番号、氏名・・・・

課題名
　・・・・

事例３ｂに
おいて、アンザイ社がバーナード社に対し代金の支払いを請求するための法律構成をする

まず事実を整理する
。

· ・・・・・・・・

· ・・・・・・・・

次にず当事者間に適用すべき法律を確定する
。

　この事例における当事者はU.S.A. ニューヨーク コマーシャルアベニュー214に

主たる営業所を有するアンザイ社と

　ドイツ ハンブルク インダストリアルプレース395に支店を有する

日本商社バーナードであり、

　営業所が異なる国にある当事者間の物品売買契約に関する事例である。

　また、当事者間で交わされた取引基本契約の第4条によると

　「本契約は、国連動産売買条約（ＣＩＳＧ）に準拠する。との約款があり（資料１）」。

　したがって、当事例においてはCISGが適用される
。

買主による代金支払いの義務につきＣＩＳＧ第５３条において

　「買主は、契約及びこの条約の定めるところに従い、物品の代金を支払い、かつ、物品の引渡を受領しなければならない。」

　　と規定しており、アンザイ社がバーナード社に対し代金を請求するためには

当事者間に契約が成立している必要がある 。

アンザイ社がバーナード社に対し代金の支払いをするための、当事者間における

契約の成立を検討する。
　CISG２３条では、契約は、申込に対する承諾がこの条約の規定に従って効力を

生じた時に成立する、と規定されている

　　資料５、６からアンザイ社からバーナード社に対し4月1日付けの契約締結の

申し入れがなされており

　　この申し入れはCISG１４条に規定された申込みにあたり
、この申込みは

　　資料７により4月９日にバーナード社のもとに到達しているため、CISG１５条により、4月9日に申込みの効力が生じている

　この申込みに対し、バーナード社は即日にアンザイ社に対し電話による返答をしている（資料７）。

　　その内容は

　　・１日付のお手紙に対して了承する旨

　　・および
運送手段については日本のコンテナー船でお願いしたい旨

　　である

　

　変更を加えた了承の効力につきCISG１９条２項において

　「申込の内容を実質的に変更するものでない場合には」承諾となると規定されている。

　当該変更が契約の内容を実質的に変更するものに当たるかについてだが、

　　・　この変更は単に物品の引渡し方法の変更を求めるであること

・　当事者間には資料９で示されているとおり、ＦＯＢによる取引が慣行的に行われ

今回の事例においてもそれを覆すような特段の事由は見受けられないため

ＣＩＳＧ９条１項及び同２項により今回の物品の引渡しもＦＯＢ形式にて

行われるものとすべきであるところ、

資料１１で示されるように、変更後の海上運賃が変更前のものを上回っていてもFOB形式においては海上運賃を負担することとなる買主であるバーナード社が

自ら申し出たものであり、売主たるアンザイ社において別段の負担を強いるものではない
。

　以上の点から、この変更をもって契約の内容を実質的に変更するものとは評価できない

　よって、資料7によって示されたバーナード社による電話での申し込みはCISG19条2項に規定する承諾の意思表示にあたり、その意思表示は電話という伝達手段の特性上

即日に口頭でもって相手方に伝えられるものであり、CISG24条に従い相手方には

4月9日において承諾の意思表示が到達しており

　その意思表示はCISG18条2項に定めるとおり、相手方への到達時において

効力を生じている

よって、当事者間には、CISG２３条に定めるとおり、申込みに対する承諾の意思表示

が効力を生じた4月9日において契約が成立している

　

当事者間に契約が成立しているため、ＣＩＳＧ５３条により、バーナード社は

アンザイ社に対し物品の代金の支払い義務を負っていることとなり、アンザイ社は

バーナード社に代金の支払いを請求できる

　

アンザイ社は資料６で示された引渡し期限までに目的物の輸送船への引渡しを

完了しており（資料８）

またＣＩＳＧ４６条の義務の履行の要求に相当するバーナード社がした手配状況の

確認に対するアンザイ社からの返答がないといっても

同条の違反はＣＩＳＧ４９条に定めるいずれの規定による解除の理由にもあたらないため一方的な解除は許されず、依然としてバーナード社は代金の支払い義務を負っている

平成１９年5月11日

法学部法律学科3年12345 NS
課題名

事実の概要

· 2004年4月12日
、アンザイはバーナードと継続的取引基本契約を締結した
。

· 2004年12月13日。バーナードはアンザイに田植え機1台を注文した。（資料9）

· 2004年1月2日。アンザイはバーナードに田植え機1台の出荷準備が整ったため、通常の取引と同様にFOBにて送ると連絡した。

・2005年1月ごろ。バーナード社は、ファーム社からトラクターとレーキの農業機械一式の注文を受けた。

・2月9日。バーナード社はアンザイ社にカタログの送付をお願いする旨を送付した。（資料２）

・2月22日。アンザイ社は、バーナード社にカタログを送付した。（資料３）

・3月28日。バーナード社はアンザイ社に、特別価格での販売を希望する旨を送付した。（資料４）

・4月1日。アンザイ社はこれに了承し、トラクターを20％割引の5万ドルで販売するとした。（資料５）また、バーナード社に対して、同意の返事があり次第、農耕作機械一式引渡条件に従って、注文商品の手配をする旨を送付した。（資料６）

農耕作機械一式引渡条件―引渡し期限：5月10日。引渡し方法：アメリカの貨物船利用。支払期限：5月20日。その他の条件：２００４年４月１２日取引基本契約の通り。

・4月9日。バーナード社は電話で了承する旨を伝え、日本のコンテナ船を使うようお願いした。（コンテナ船の方が２０％高い）（資料７）

・5月5日。アンザイ社は、農業工作機械一式を日本のコンテナ船へ積み込んだ。（資料８）

・いつまで待っても、また催促しても、バーナード社は代金を支払ってくれない
。

・バーナード社は、別の取引先から仕入れる約束をした。

考察

2004年4月12日にアンザイとバーナードの間で締結された継続的取引基本契約4条に、本契約はCISGに準拠するとあるので、CISG1条より、本契約にはSISGが適用される。（資料１）

14条1項「一又は複数の特定の者に向けられた契約締結の申入れは、それが十分明確で　　あり、かつ、承諾があった場合には拘束されるとの申込者の意思が示されているときは、申込となる。」とある。4月1日にアンザイ社から送った書面には、契約内容が明らかにされており
、さらにバーナード社からの了承があり次第手配するとされている。これは承諾があった場合には拘束されるという意思表示がされているので、１４条1項が適用され、アンザイ社の書面は申込となる。（資料６）

また、15条1項「申込みは被申込者に到達したときにその効力を生じる」より、バーナードが4月1日の書面に対して返事をしていることから、アンザイの申込みは到達したとして、15条1項が適用され、申込の効力が生じる。（資料７）

19条2項より、「承諾の形をとった申込に対する回答が、付加的条件や異なった条件を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　含んでいても、申込の内容を実質的に変更するものでない場合には、申込者が不当に遅滞することなくその相違に口頭で異議を述べ又はその旨の通知を発しない限り承諾となる。申込者が異議を述べない場合には、契約の内容は申込の内容に承諾中に含まれた修正を加えたものとする。」とあり、4月9日。バーナードはアンザイからの申し入れに了承する際に条件を付しているが、その内容は運送手段を日本のコンテナ船に変えるというだけの内容であって、本来の目的である農業工作機械の売買の内容に変更はない
。つまり、これは申込の内容を実質的に変更しているとはいえないので、19条2項が適用され、バーナードの電話での了承は承諾となる。（資料７）

また、23条「契約は、申込に対する承諾がこの条約の規定に従って効力を生じた時に成立する。」及び24条2項「申込、承諾の宣言、その他の意思の表示が相手方に「到達」した時とは、相手方にそれが口頭で伝えられた時、又はその他の方法で相手方に個人的に若しくは相手方の営業所又は郵便送付先に、また相手方が営業所も郵便送付先をも有しない場合においては相手方の常居所に配達された時とする。」とある。4月9日、バーナードは電話で了承する旨を伝えているので
、承諾の効力が生じる。（資料７）

２３条「契約は、申込に対する承諾がこの条約の規定に従って効力を生じた時に成立する。」より、申込と承諾の合致があったので、アンザイとバーナードの売買契約が4月9日成立する。

53条「買主は、契約及びこの条約の定めるところに従い、物品の代金を支払い、かつ、物品の引渡を受領しなければならない。」より、バーナードには代金支払い義務が生じる。

以上
日時・・・・

学籍番号、氏名　MT
課題名
　・・・・

CISGにおける事例３ｂの契約の成立の可否

· 契約成立を判断する規定

CISG(以下法)２３条。契約は、申込に対する承諾がこの条約の規定に従って効力を生じた時に成立する。
· 申込を判断する規定

法１４条(１)から物品を示し、数量及び代金を定めている明確な申入れであり、かつ、承諾があった場合には拘束されるという申込者の意思が示されているとき、申込となる。また、法１５条(１)から申込は被申込者に到達したときにその効力を生ずる
。

考察

４月１日のアンザイのバーナードに対する手紙（資料○○）は、トラクターという物品を示し、数量、５万ドルという代金及びアメリカの貨物船という運送方法を示ししており、十分明確な申入れであると言える。そして、「同意のお返事がありしだい、ご注文商品の手配をさせていただきます。」という言葉は承諾があった場合には拘束されるという申込者の意思であると解釈できる。したがって、この申し入れは申込となる。さらに、手紙が４月８日に届いたということは申込が被申込者に到達したということであり、申込は４月８日に効力が生じている
。

· 承諾を判断する規定

　　　法１８条(１)。申込に同意する旨を示す被申込者の陳述その他の行為は、承諾とする。また、法１８条(２)から申込に対する承諾は、同意の意思表示が申込者に到達した時にその効力を生ずる。法１９条(２)。承諾の形をとった申込に対する回答が、付加的条件や異なった条件を含んでいても、申込の内容を実質的に変更するものでない場合には、申込者が不当に遅滞することなくその相違に口頭で異議を述べ又はその旨の通知を発しない限り承諾となる。申込者が異議を述べない場合には、契約の内容は申込の内容に承諾中に含まれた修正を加えたものとする。
考察

　　　電話によって手紙の申入れに了承する旨を示したということは承諾したということである。運送方法を日本のコンテナ船に変更したい旨を伝え、それに申込者から反対の意思を示さなかったとき、これは実質的な内容の変更ではなく、申込の内容に修正を加えた承諾である。さらに電話でその旨を伝えるということは発信と同時に申入れ者に届いているため到達しているといえ、効力が生じるということである。

· 事例

　　　資料５からアンザイ社はトラクターという物品を示し、５万ドルという代金、アメリカの貨物船という運送方法を手紙で明示している。また黙示ではあるが数量も１台ということがわかる。さらに「同意のお返事がありしだい、ご注文商品の手配をさせていただきます。」という文面で、了承によって拘束されるという意思が存在しているといえる。またこの手紙はバーナード社に届いている。

　　　資料６からバーナード社はアンザイ社の申入れについて電話によって了承していたことが読み取れる。その際、運送方法は日本のコンテナ船に変更したが、その他の内容に関しては変更なく了承している
。
· 当てはめ

　　　アンザイ社は法１４条(１)から申込
を行っており、法１５条(１)からその申込は効力
を生じている。

　　　バーナード社は法１８条(１)、法１９条(２)から承諾を行っており、法１８条(２)からその承諾は効力
を生じている。

· 結論

　　　　アンザイ社とバーナード社の売買契約は成立
している。
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事例問題3b：契約の成立に関する三段論法

· ルール(CISG)

· 第１４条（１）一又は複数の特定の者に向けられた契約締結の申入れは、それが十分明確であり、かつ、承諾があった場合には拘束されるとの申込者の意思が示されているときは、申込となる。申入れは、物品を示し、かつ、明示又は黙示に数量及び代金を定め又はその決定方法を規定している場合には、十分明確なものとする。

· 第１５条（１）申込は、被申込者に到達した時にその効力を生ずる。

· 第１８条（１）申込に同意する旨を示す被申込者の陳述その他の行為は、承諾とする。沈黙又は反応のないことは、それだけでは承諾とみなされることはない。 

· 第１８条（２）申込に対する承諾は、同意の意思表示が申込者に到達した時にその効力を生ずる。

· 第２３条　契約は、申込に対する承諾がこの条約の規定に従って効力を生じた時に成立する。

· 第２４条 この条約第ＩＩ部の適用上、申込、承諾の宣言、その他の意思の表示が相手方に「到達」した時とは、相手方にそれが口頭で伝えられた時、又はその他の方法で相手方に個人的に若しくは相手方の営業所又は郵便送付先に、また相手方が営業所も郵便送付先をも有しない場合においては相手方の常居所に配達された時とする。

· 事実

· 2005年3月28日、バーナードがアンザイに対し、農業耕作機械一式を特別割引で販売してもらえるように依頼する。（資料４）

· 2005年4月1日、バーナードの値引きの交渉を受け、アンザイがトラクターを通常価格の20%割引の５万ドルで提供することを申し入れる。（資料５）農業耕作機械一式の引渡期限：５月１０日・引き渡し方法：アメリカの貨物船利用・支払期限：５月２０日（資料６）

· 2005年4月9日、電話にてバーナードがアンザイの申入れに同意する。その際、運送手段については日本のコンテナー船で行うことをBが依頼する。（資料７）

· 結論

2005年4月1日のアンザイの申入れは、物品・数量・代金を示しており、CISG第14条1項の申込にあたる
。アンザイの申込は2005年4月9日にバーナードに配達され、到達(第24項)した。バーナードは同日に電話にて口頭で同意の意思表示を伝え、その後ファクスでもこれを確認している。よって、これはアンザイの申込に対するバーナードの承諾(18条1項)となり、アンザイに到達したことも明らかなので
、承諾の効力が発生
し(18条2項)、アンザイとバーナードの間に農業耕作機械一式の売買契約が成立した。(23条
)

%%%%%%%%%%%%%%%% 回答の構造 %%%%%%%%%%%%%%%%

日時・・・・

学籍番号、氏名・・・・

課題  事例３ｂにおいて契約の成立を論証する論理構築
目標

［論証しようとする目標文を最初に挙げる。請求趣旨に当たる。］

事実

［事実の要約を箇条書きで、資料番号を付して述べる。］

適用法条

［適用法条を挙げる。理由が必要な場合は理由も付す。］
理由

［目標文が事実への適用法条の当てはめにより導出されることを述べる。具体的には、次のように述べる。

1 目標を証明するための論証構造の大枠をトップルールからサブルールへとルールを示しながら説明する。

②その際、ルールの要件部が証明されることを述べていく。

③サブルールの法律要件が事実の言明によって満たされる場合はそのことを述べる。

④事実の表現とルールの要件部の表現との間に間隔があり、直ちに事実によって満たされると言い難い場合は、ルールの要件部の表現に関する具体化の解釈を行う。

⑤具体化された表現を事実が満たすことを述べる。

⑥証明された構造の大枠を述べる。］

結論

［最後に、目標文が証明されたことを述べる。目標文を結論として述べる。］

以上
�作成年月日を入れる。


�課題名を入れたのはよい。もう少し正確に次のように書くとよい。


課題：事例３ｂにおいて契約の成立を論証する法律構成�





�作成日を入れる。


�課題名を入れる。


�事実、適用法、理由そして結論という風に明示して述べようとしたのは大変よい。


�ここは適用法条名をあげたおいた方がよい。


�契約成立時がいつかは結論において重要。


�契約も代金支払い義務の根拠となる。


�二つめの法律構成の可能性を示したのは大変よい。


�解答①との違いを明示する必要がある。また契約成立日は重要。


�そんなことはない。よくできていると思う。


�作成年月日、学籍番号・氏名および課題名を回答の最初に明記する


�事例名を明示する。


�法律構成メモにおいては、事実を整理して要約して述べることが重要。


�文章の最後には「。」を入れる必要がある。また句点ももう少し入れる必要がある。以下同様。


�ＣＩＳＧが適用される理由を述べたのは大変よい。


�なぜ申込に当たるか、もう少し理由を述べる必要がある。


�「および」の後には点を入れない。


�被申込者バーナードの負担増とならないので実質的変更でない、という論理は説得力がある。


�作成年月日、学籍番号・氏名を入れたのはよい。文書としては件名、ここでは課題名を明記する方がよい。


�ここは句点の方がよい。以下同様。


�資料番号は？改行された各項目ごとに資料番号をあげた方がよい。一つですますなら、改行しない。


�どこから言えるか。


�事実を述べた後、以下何をやるか、示す方がよい。


�もう少し理由を１４条１項との関係で述べよ。


�運送手段の変更は一般には申込の内容を実質的変更したものとならないかもしれないが、運賃を被申込者が負担する場合で、運賃増をもたらす場合はどうか。


�電話でいうことが、２４条２項のどの項目に当たるか、説明する必要がある。


�作成年月日、学籍番号・氏名および課題名を回答の最初に明記する


�↓は個人的メモに使うのはよいが、文書では、言葉で説明する。


�事実の法的評価のアプローチはよい。しかし、もう少し日本語としても厳密に書くようにして欲しい。以下も改訂されることを希望する。


�この部分は最初の方に述べた方がよい。


�「から」と言う表現を多用しているが、不適切。「より」の方が良い。


�時点を入れよ。


�時点を入れよ。


�時点を入れよ。


�理由と結論を分けた方がよい。一緒に扱うなら「考察」が表題となる。


�もう少し詳しく述べる必要がある。


�なぜ？


�いつ？


�論述をもう少し詳しく丁寧にするように。





